
要約

この研究ノートは､ 日中合弁企業である広州

ホンダの企業統治の構造および企業経営におけ

る革新的意思決定を叙述し､ 中国自動車市場へ

の参入に対する成功要因を解明する｡ 調査研究

の課題は次の通り｡ １) 中国国有企業と私企業

ホンダの合弁事業は､ どのような統治構造を構

築しているか｡ ２) 日中経営者は合弁企業にお

いてどのような経営のための意思決定を展開す

るか｡ ３) 広州ホンダにおける経営者 (総経理)

の企業家的意思決定はどのように発揮されてい

るか｡ ４) 広州ホンダにおける政治と文化の差

異はどのように認識されているか｡ 調査結果は､

日中合弁企業の活動は､ 中国国有企業における

中央集権的な統治構造および自動車産業発展政

策のもとに規制されているが､ 実際には一連の

革新的意思決定を実行している｡ その成功の主

導的な要因は総経理の企業家的判断力､ 経営実

行力､ 文化理解力に帰せられる｡ 調査の方法は､

既存の文献を参照した上で､ 広州ホンダの経営

者と面接して情報を収集した｡

Ⅰ. 広州ホンダの統治構造

中国広東省広州市政府は､ 広州市を中国にお

ける自動車産業の拠点化､ すなわちデトロイト

化する方針を����年第��次５ケ年計画において

明確化した｡ 広州市は周辺に完成車の組立メー

カーを誘致し､ 部品企業および素材産業群を構

築中である｡ わが国の自動車産業にも重要な影

響を及ぼしている｡ 広州市の東部の黄浦区にホ

ンダが����年に､ 北部の花都区に日産が����年

に､ 南部の南沙区にトヨタが����年に中国国有

企業との合弁企業を設立した｡ 日本の３大メー

カーの広州進出にともなって､ すでにわが国の

多数の有力部品メーカーが広州市と周辺都市に

おいて操業を開始している｡

ホンダの広州進出が先行しているので､ ホン

ダの対中投資戦略に注目する｡ ホンダは広州市

所有の国有企業である広州汽車集団と合弁で広

州本田汽車有限公司 (����) を設立した｡ これ

はフランスのプジョーが広州汽車集団と合弁し

て��年間の操業の後に撤退を余儀なくされた工

場を受継ぎ再生した事業である｡ 工場の機械設

備､ 従業員を譲り受けて､ 再訓練してホンダ・

ブランドの自動車生産を開始した｡ ����年に１

号車をコンプリート・ノックダウン方式

(��	) で生産して以来､ 年産１万台の小量生

産からはじまり､ ６年後の����年には年産��万

台の業界で最も効率的とされている大量生産工

場を実現した｡ ホンダは中国自動車市場に早く

参入した独､ 仏､ 米の自動車メーカーに対して､

また日本の同業メーカーの中で､ 製品戦略､ 販

売戦略､ 中央政府との交渉においてユニークな

対中国投資戦略を展開している｡
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外国資本に対する中国自動車産業政策

中国自動車市場に参入する外資メーカーは､

����年に発布された ｢中国自動車工業産業政

策｣
１)
の計画に従わなければならない｡ その骨

子は､ 現在も���社以上ある中国自動車メーカー

を少数の企業に集約することである｡ 具体的に

は上位３社による国内市場占有率を��％以上に

導く｡ 大企業と中堅企業の連携を推進して､

����年に自動車メーカーを３～４社の国際競争

力を備える大企業集団に育成する｡ この計画を

実現するために外国資本を利用する｡

外国資本を合弁 (合資) と合作 (技術提携)

のパートナーとして選択する基準は､ 外国企業

が､ １) 独自の製品特許権と商標権を保有して

いること､ ２) 開発・製造技術を保有している

こと､ ３) 独立した販売ルートを保有している

こと､ ４) 十分な融資能力をもつことである｡

以上の指針から中国政府は自動車産業におけ

る研究・開発､ 経営と生産技術を自力で進める

よりも､ 外国資本との合弁・合作によって､ 自

国の戦略的に重要な自動車産業を発展させる道

を選択した事が判る｡

この基本方針は､ ����年６月に公布した ｢新

自動車産業発展政策｣ においても変わっていな

い｡ すなわち中国自動車産業を基幹産業に定着

させ､ 世界レベルの国際競争力を確保させる事

に目標を定めた｡ 具体的には､ 売上額で世界

���社に入る大企業に発展させること､ 大型自

動車企業集団は支配権を有する会社及び中外合

弁会社の自動車製品の国内占有率が��％以上で

ある場合にグループとして独自の発展計画を上

申する事が出来る｡ 外国から技術導入を進めて

独自開発力を獲得するなどである｡ 外国資本は

これらの政策と指針に従わなければならない｡

外国資本の中国投資に対する条件

外国資本が中国自動車生産に投資する場合に

は､ 中華人民共和国内外合資経営企業法と同実

施条例に従わなければならない｡ 中国に投資す

る外国企業はこの法律によって��％を上限とす

る資本所有しか認められない｡ このことは最大

限の出資の場合にも折半出資となり､ 外資側の

経営自主権は大幅に制約されることになる｡ た

とえば､ 折半出資の合弁企業では､ 最高意思決

定機関である取締役会 (薫事会) における役員

数が均等の数となる｡ さらに合弁企業の高級管

理人員 (部科長) の数も均等配分となり､ 企業

の重要意思決定もまた政策を実施する管理的意

思決定においても過半数の決定が出来ないので､

企業の意思決定は煩瑣となる｡

合弁のパートナーが国有企業であることも企

業経営を複雑にする｡ ホンダの合弁の相手は広

州汽車集団公司 (広汽集団) であり､ 広州市よ

り国有資産の経営を受託した国有企業である｡

その薫事と高級管理人員は広州市の役人であり､

政府身分を持つ､ また彼らは党委員会の幹部身

分を持つ｡ 広汽集団がホンダと合弁する目的は

政府政策に従って外資の持つ経営と技術の移転

を受けて､ 早期に自動車企業として自立するこ

とである｡ 具体的には､ ホンダは他の外国資本

と同じく､ その所有する国際的・先進的・実用

的な生産技術､ 合理的な管理手法､ 品質管理の

技術を広汽集団に提供して高水準の部品と製品

を生産し､ 国内および国際市場において販売し

て経済的利益を実現することである｡

ホンダの合弁の目的は､ 中国自動車市場に参

入する機会を得ることによって､ 世界企業とし

ての地位を向上し､ 長期的な企業利潤の拡大を

計ることである｡ 広汽集団とホンダが合弁して､

広州本田汽車有限公司 (正式名称) を設立する
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契約は､ 中国政府が自動車市場をホンダに開放

し､ ホンダが自動車事業の経営と技術を移転す

る交換契約である｡ この契約によってホンダは

先発の��､ ��その他の企業と共に中国市

場において競争する地盤を獲得した｡

この交換契約の運営は単純ではない｡ ちなみ

に広汽集団は����年以来､ プジョー社と合弁企

業を経営して来たが､ ���	年に
�年契約を途中

で解消した｡ その理由は､ プジョー社が技術移

転に消極的であったり､ 生産する製品が最新モ

デルでなかったり､ 部品生産の現地化に消極的

でフランスからの輸入に頼り､ そして赤字が続

いたためである｡ 合弁契約には別なリスクもあ

る｡ 合弁相手に満足している場合にも､ 広汽集

団はホンダ以外にも他の合弁のパートナーを求

める場合がある｡ 広汽集団はホンダとの合弁事

業を維持すると同時に､ ���
年９月にトヨタ自

動車工業と合弁して広州トヨタ汽車有限公司を

設立して､ 新規工場を建設し､ ２年後に稼動す

る計画を発表した｡ 広汽側の説明は､ �競争に

よって自動車企業は発展する�という事である｡

同じ企業集団のなかで､ ホンダとトヨタを競争

させて､ 両者から経営と技術の移転を計り､ 中

国自動車市場におけるシェアを拡大し､ 国内市

場��％以上の占有率を達成して､ 大型自動車企

業集団として生き残る構想と思われる｡

日本の経営の発想を超えているが､ このよう

な合従連衡の戦術は中国においては常套の方法

である｡ 第一汽車は�� とトヨタと合弁企業

を経営している｡ 上海汽車は��と��と合

弁している｡ 東風汽車もまたシトロエン､ ニッ

サン､ 最近はホンダとも���車の合弁企業の

設立を発表した｡ この点について広州ホンダ前

総経理門脇轟二氏は､ ｢中国での取引は常に同

じレベルのパートナーをもう一つ持つ方が良い

と思う｡ 人間は一般的に他人に何かを言う場合､

悪意はなくても自分にとって良い所しか言わな

い｡ 別のソースから話を聞いて併せると往々に

してそこから真実が見えてくる｡ 特に中国では

複数のパートナーを持つことが重要だ｣ と言っ

た｡ 中国のビジネスは常に複眼をもつ必要があ

ると思われる｡

企業統治 (誰の利益が優先するか) の見地か

ら見れば､ 広州市政府資産の経営機関である広

汽集団は政府の利益と利害が最優先する｡ ホン

ダの企業統治において最優先することは､ 企業

利益の最大化を通して株主､ 従業員､ 投資機関

(銀行など) に利益を還元することである｡ 国

際企業を目指し､ 世界最高水準の製品を顧客に

提供することである｡ 両者の合弁企業である広

州ホンダの最優先課題は同企業の自立的発展と

利益の拡大である｡ 統治構造の特徴は､ 第１に､

経営および管理の権限を日中の間に均等に配分

し､ 利益の分配も出資に応じて均等に分配する｡

第２に､ 役員の任免権も対等の原則に立って等

しい数の薫事､ 等しい数の高級管理人員を割り

当てる｡ 第３に､ 政策決定権は出資者の代表に

対等に付与されている｡ このような企業統治の

構造は､ 海外投資において独資に慣れている日

本企業の経営者に対して､ 多くの制約を課する

ことになる｡ しかし中国の自動車産業は大きな

再編成の過程に置かれており､ 国家政策､ 法律､

官僚の行政は実際の適用において日本よりもは

るかに柔軟であり､ また大幅な交渉の余地が有

る｡ ここに我々は中国経営の重要な側面を見出

すことができる｡ この点については後に触れる｡

広州ホンダの上部統治構造

ホンダの合弁相手は､ 広州汽車工業集団有限

公司 (広汽工業集団) である｡ ����年に既設の

広州汽車集団公司と広州摩托 (モーター) 集団

公司 (バイク) が合併して広州市によって設立

された｡ 広州市の乗用車､ バス､ トラック､ バ

イクの生産､ 設計､ 販売､ 貿易などの業務を統

括する持株会社である｡ 大型企業集団であり､

資産総額は�	
億元である｡ 典型的な国有企業

集団であり､ 広州市政府国有資産を授権し､ 経
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営を統括する｡ 生産や販売はすべて傘下に置く

企業が行う｡ これらは広州ホンダ汽車有限公司､

五羊ホンダモーター (バイク)､ 広州いすず

(バス)､ その他７つの企業である｡

広汽工業集団は､ 広州本田汽車有限公司に資

本の半額を出資し､ またその人事部より役員

(薫事) と高級管理人員 (部科長) の各半数を

派遣している｡ 合弁経営の重要政策に対して発

言するが､ 自動車の生産や販売などの活動はし

ない｡ 持株会社の機能を果たす｡ この工業集団

は､ 企画部､ 財務部､ 資産部､ 人事部､ 技術部､

自動車事業部､ モーター・バイク部などを配置

して､ 乗用車､ バス､ トラック､ バイク､ 自動

車部品の生産・販売を統括している｡ これらの

国有企業の行政組織の他に､ 広汽工業集団は政

治組織として党委員会を設置しており､ その下

に工会 (労働組合)､ 党規律委員会､ 武装保衛

部､ 党委工作部､ 青年団委員会が置かれている｡

これらの各種委員会や部は､ その傘下の広州ホ

ンダや五羊ホンダ (バイク) の党員と従業員の

政治活動と政治教育を統制している｡

現在､ 国有企業内部では政治 (党) と行政

(経営) は分離されている｡ 国有企業の����

は総経理であり､ ����は党書記であるのが通

常である｡ 広州ホンダの総経理はホンダの代表

者であり､ 党書記は広汽工業集団党委員会の派

遣する工会長である｡ 経営が正常に運営されて

いる限り党が介入する事はないが､ 労働争議が

起これば工会が介入することになる｡ 広州ホン

ダにおいては党活動が勤務中に行われることは

ない｡ ただし一度だけユーゴスラビヤにおける

中国大使館の米軍機による爆撃が行われた時に

勤務中の抗議職場集会が開かれたことがある｡

Ⅱ. 広州ホンダの会社概要

本田技研工業株式会社と広州汽車集団は����

年７月合弁企業広州ホンダ汽車有限公司 (広州

ホンダ) を設立した｡ 表１は広州ホンダ発展の

概要を示す｡
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表１ 広州ホンダの概要

設 立 ����年７月 契約期間 �	年
資 本 金 ���百万
�＄
資 本 比 率 広州市 �	％ ホンダ �	％
敷 地 面 積 ��万平方メートル
従 業 員 数 �		
年 
��		人 (����年 �����人)
日本人駐在員 �	人
製品モデル ����年アコード���� �		�年アコード��	�

�		�年アコード��	�Ｖ� �		�年フィットサルーン
�		�年オデッセイ 多人数・多機能車

業績
年度 生産台数 売上額 生産能力 設備追加投資額
���� �	��		 ��
��百万人民元 �	�			台 ��	億
�＄
�			 ������ ���
� �	�			

�		� ���	�� ������ �	�			

�		� ����
� ����

 ��	�			 ���億
�＄
�		� ������	 ������ �
	�			

�		
 ��	�			(予定) ������(予定) �
	�			 ���億
�＄

国内部品調達率：
	％ (�			)､ �	％ (�		�)､ �	％ (�		�)
工 場 設 備：プレス工程､ 溶接工程､ 塗装工程､ 組立工程､ 検査工程､ 研究開発センター
関 連 企 業：東風本田エンジン有限公司 (広州市����年設立) 年間生産能力�	万台

中国本田汽車有限公司 (広州市保税区アジア・欧州向小型車輸出工場�		�年設立)
本田技研､ 広州市､ 東風の合弁｡ 資本金過半数ホンダ出資 �		
年末生産開始
東風本田汽車有限公司 (武漢市�		
年設立) 東風と本田技研合弁�
�車生産

特約販売店数：��	店舗 (�		
年)
部品供給業者数：��
企業 (�		�年)



広州ホンダの特徴は､ 早期に高能率の中高級

乗用車の組立､ 広州ホンダ車専用の地域特約販

売店網の構築､ 中国内の部品サプライヤー企業

との契約を達成したことである｡ 生産台数の拡

大も顕著であり､ 先発の上海��､ 第一��､

�� に続いて第４位の地位を占めている｡ さ

らに投資を主力工場のみに集中することなく､

広州市保税区にアジアと欧州市場向け小型車の

輸出工場を広州市､ 東風と過半数資本所有の合

弁企業を立ち上げた｡ 東風との間に���車を

生産する折半出資の合弁企業を設立して､ 多角

経営を開始している｡

Ⅲ. 最高経営意思決定

広州ホンダの最高意思決定機関は薫事会 (取

締役会) である｡ 薫事会は８名から構成される｡

広州汽車集団とホンダが各４名を派遣する｡ 薫

事長は最初の２期８年が広汽側､ 副薫事長はホ

ンダ側が占める｡ それ以降､ 中日の間で正副薫

事長は交互となる｡ 薫事会の権限は､ 公司の設

立､ 解散､ 製造､ 販売､ 発展計画の経営の全て

の重要事項の決定である｡ 公司の法定代表者は

薫事長であり､ 薫事長は設立時広州市副市長が

兼ねていたが､ ���	年より広州汽車工業集団有

限公司総経理が勤めている｡ 実際の経営には携

わらない｡ 薫事会は業務執行機関として総経理

１名 (日本側)､ 執行副総経理 (１名) および

副総経理２名 (中日各１名) を任命する｡ 総経

理は門脇轟二氏が
���年創設以来勤め最近退職

した｡ 以下に総経理と副総経理の役割を記す｡

初代総経理 門脇轟二 (
���年～���
年３月)

現総経理 峯川 尚 (���
年４月就任)

執行副総経理 曾慶洪

管理部門担当：総務部・財務部

副総経理 蒋 平

営業部門担当：営業部・購買部

副総経理 荒沢隆雄

生産部・発展部

正副総経理の４者は､ 毎朝経営会議を開く｡

広州ホンダの業務執行は､ 総経理のみを代表

として行われる専決ではない｡ 中国側の執行副

総経理の署名が無くては業務の重要意思決定は

発効しない｡ 執行機関のトップにおいても権限

は等分されている｡ しかし中国側の代表は十分

な独立した権限を与えられているわけではない｡

投資機関である広汽集団はもちろん､ 広州市､

広東省およびそのまた上級機関である中央政府

に重要意思決定権限が集中している｡ 他方､ ホ

ンダ本社は投資および技術と管理の支援は行う

が､ 新規投資以外は自動車の製造と販売の権限

を大幅に現地の経営者に移譲している｡ 日中は

異なる意思決定のパターンがはたらいている｡

形式的に定められた権限と実際的に行使せられ

る権限は大幅に異なる｡ この間の事情を門脇前

総経理は､ 次のように言う｡

｢私は本社から大幅な権限を与えられてお

り､ 本社は余り現地の問題に介入しない｡

自分の判断で進むことができる｡ 中国側の

執行総経理は広汽集団の副総経理も兼務し

ているが､ 上級の広州副市長､ さらに中央

政府の意思決定機関にどうしても遠慮が有

る｡ したがって時として私が自分で広州市

および中央政府に直接に出向いて話をした

ことがある｡｣

さらに総経理は自己の業務執行権限の現実の

行使についての特殊事情について以下のように

言う｡

｢本田は権限の委譲がやや特異で､ 私の場

合は大幅に権限が委譲されていた｡ それで

も重要事項は常に事前に日本側に相談し､

意見の齟齬を来さない様にし､ 中国側に対

しては､ あたかも全権を委譲されているか

の如く振る舞っていた｡ 一方､ 中国側はご

承知の様に執行副総経理は広州市代表の全

人代代表であり､ 日本側の判断のスピード

に合わせるように私に近い権限を委譲され

ていたと思われます｡ これが広州本田の合

併プロジェクトが成功した一つの要因と言

えます｡｣
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執行副総経理は国有企業に固有な上級権限に

従い､ その手続きを守る｡ しかし私的企業経営

者は国際競争の場における意思決定の迅速性お

よび状況適応的意思決定を重視する｡ 広州ホン

ダの総経理の役割は､ 国有企業における権限構

造と私企業の意思決定の差異を認識して､ 両者

をいかに両立させるかに掛かっている｡

朝礼という経営会議

門脇前総経理はこの両者のギャップの問題に

対して､ 創業時より総経理と３人の副総経理か

らなる朝礼という経営会議を毎朝最低��分間開

くことにした｡ １時間､ １時間半に及ぶことが

ある｡ そこでは経営方針をはじめ経営全般の問

題を討論することにした｡ この経営会議は公式

の経営意志決定機関ではなくて､ ４人の最高幹

部における意見統一を計る場として設けられて

いる｡ また経営意思決定に関してトップ・マメ

ジメントの間で部下に違ったニュアンスの意見

を言わないように意思決定事項はこの会議で確

認する｡ 二代目峯川総経理も､ ｢経営会議 (朝

礼) は必ずやる｡ 新しい事があろうとなかろう

と朝礼はやる｡ 情報交換をする｡ コミュニケー

ションを必ずする｡ 喧嘩もある｡ 考え方の違う

こともある｡ 部屋の中で喧嘩をしても良いが､

外に出るとトップの間の意見の一致は守る｡ こ

れは前任者の遺言である｡ 成功の理由は融和で

ある｣ と言った｡

部・科レベルにおいても会議は頻繁に行われ

る｡ 同じ部・科に正副の管理者が日中から交互

に任命せられる｡ これら管理職は高級管理人員

であり､ また駐在員とも呼ばれ､ 日中双方が各

��名を広州ホンダに派遣している｡ この配分は

創業以来従業員数が２倍になった現在も変わっ

ていない｡ 部・科長レベルの ｢評価会｣ で設備

投資案などの重要な意思決定は日中幹部社員が

十分公開協議したうえで上申する｡ 部品の単価

の決定なども同様な手続きを踏む｡ 日本人のみ

の間で決定することは厳に戒められている｡ し

たがって合弁における意思決定には時間がかか

る｡ 中国語と日本語の両方なので大変時間がか

かる｡ しかし一度決議をしたら､ その決議で決

めた方法で皆が実行を遵守する｡ 中国人は論理

とプライドを重んじるため納得の行くまで議論

する｡ 日中相互に独走はできない｡ 中国の法令､

政令は遵守しなければならないチェック・アン

ド・バランスによってコンプライアンスは可能

となるのが日中合弁の特徴といえる｡

総経理と執行総経理の役割

門脇総経理は合弁事業の成否のカギはパート

ナーの理解にかかっていると述べている｡ ｢ホ

ンダは効率を求める｡ 中国側は効き目の緩やか

な漢方主義である｡ 出資比率は対等､ 権利も対

等である｡ 商品はホンダ､ 製造技術もホンダ､

中国側は場所と労働力を提供する｡ パワー・バ

ランスが異なる｡ パートナーがこれを良く理解

するかどうかがカギとなる｡ これを履き違える

と悲惨な結果を招く｡ 中国のビジネスの成否は

パートナー次第である｡｣

広州ホンダにおける中日の意見や考え方はど

のように具体的に現れるかについて､ 門脇総経

理は次のように説明している｡ ｢中国ビジネス

の展開で難儀なのは､ 合弁企業で一緒に仕事を

している人の上に､ 市政府の人間がいて､ その

また上に省政府の人間がいると言う構造です｡

広州ホンダの生産設備能力は��万台の能力があ

るのに､ なぜ��万台の生産が出来ないのかとい

う要請が省政府担当者から市政府担当者に降り

て来て､ さらに傘下の広州汽車側が��万台の計

画を作ろうと主張するので大喧嘩になりました｡

中国側は上からやれと言われたのだ､ 上の意向

には逆らえないと言う立場である｡ ホンダ側の

見込みでは､ ぎりぎり��万台でした｡ われわれ

は広州汽車側に対して､ 強硬になぜこの２万台

の差はクリアが難しいかを､ 詳細に資料を作成

して説明しました｡ 設備の改善､ 従業員のスキ

ルの向上､ 部品供給が追いつかない､ 車の品質
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維持が優先することを説いた｡ 最近はこういう

問題は少なくなった｡｣
２)

曾執行副総経理

広州汽車集団の生え抜きの管理者である｡ 広

州ホンダの創業以来の副総経理である｡ 現在��

歳である｡ ����年に全国人民代表会議員に選ば

れた｡ 日本の国会議員にあたる｡ 全人代の政治

的発言力は大きい｡ 門脇総経理も彼の能力を高

く評価していた｡ 彼は中国側から見た広州ホン

ダ経営について次のように語っている｡

｢現在､ 投資､ 予算､ 要員､ 売値など全て

の項目について門脇総経理と私の署名が

なければ成立しません｡ 双方がどういう

風に発展について理解し合うかどうか､

同じ見解に導けるかどうかが一番大切で

す｡ もちろん私は中国側の投資者に説明

しなければならない立場です｡ 門脇氏も

日本側の投資者に対する責任を持ってい

ます｡ これは一日､ 二日のことではなく

時間がかかります｡｣ さらに門脇氏に対

しては､ ｢まず､ 自動車市場について極

めて経験が豊かですね､ 中国を含めて世

界中の自動車市場を知悉しています｡ 次

に､ 彼は真面目な人であります｡ 三つ目

は､ 中国側パートナーを非常に良く理解

してくれています｡ 投資双方の架け橋に

なっているのが門脇氏である｡｣ という｡

広汽集団がホンダの他にトヨタと合弁企

業を設立したことについては､ ｢トヨタ

との合弁は政府の海外自動車メーカーと

の合弁政策とも一致している｡ 広汽集団

は誰がきても歓迎する｡ 競争しながら前

進する｡｣ 忘れられない出来事について

は､ ｢広州ホンダは����年に生産計画が

������台であったが政府は３万台規模に

ならないと新発展計画を認めない｡ そこ

で広州ホンダは����年９月に毎日一時間

残業をして������台生産を達成した｡

����年から政府の政策が変わって､ 市場

ニーズに従って工場の生産発展計画が立

てられるようになった｡｣ 日中の間で対

立があればどうしますかという問いに対

して､ ｢技術上のディスカッションはあ

まりない｡ 株主の利益についてはディス

カッションがある｡ 広州ホンダの立場で

考えるのが自分の役割である｡ 対立は保

留する｡ これから広州ホンダが年間生産

台数��万台の規模になって､ 国産車プロ

ジェクトを遂行すれば､ 巨大な開発費を

必要とします｡ 完成車の開発と部品の開

発の両方がいる｡ 技術開発の段階､ 共同

開発の段階､ ブランド開発の段階に分か

れています｡｣
３)

合弁契約では､ 最初の８年 (����年まで) は

ホンダが総経理を占めるが､ 次期の８年間は広

汽集団に代わることになっている｡ 中国政府の

新自動車産業発展政策によれば､ ����年までに

国際ブランドをもつ強力企業集団､ 具体的には

国内シェア��％以上の３～５の集団に導く計画

である｡ 合従連衡が予見されるが､ どの企業集

団が生き残るかはトップの経営資質と将来に対

する洞察力によって左右される｡

Ⅳ. 総経理の企業家的意思決定

広州ホンダを創設してその発展をリードした

のは門脇前総経理である｡ 彼は�	��年に本田技

研に入社して営業企画と商品開発を専門とした｡

ベルギー営業ディレクター､ アメリカ営業副社

長､ カナダ・ホンダ社長､ 中国代表を経て広州

ホンダ総経理に任命せられた｡ 本田宗一郎､ 藤

沢武男の薫陶をうけた最後の世代である｡ ホン
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ダのチャレンジ精神を受継いだ｡ アメリカでは

ホンダ車の�����社におよぶ販売ディーラー網

の開拓に貢献した｡ 彼の企業者精神はこのよう

な経験の中で培われた｡ 国際的な視野と成功経

験を持ってホンダの中国投資の総指揮を執るこ

ととなった｡ その功績は高く評価され､ 広東省

人民政府は外国人で初めて労働模範の栄を授与

した｡

中国における外資系自動車企業の中で抜群の

成長性､ 高業績を達成した広州ホンダは企業目

的に即して経営の革新性､ 生産性､ 技術移転性､

マーケティングにおいて顕著な企業成績をあげ

ている｡ われわれは総経理が経営業務執行にお

いてどのようなリーダーシップを採り､ どのよ

うに企業家職能を発揮しているかに着目して､

以下の考察を進める｡

１ 総経理は経営においてコミュニケーション

を重視する｡

中国国有企業の総経理はナンバーワンであり

合議制はなじまない｡ しかし合弁企業は対等の

経営が前提である｡ 門脇総経理は朝礼という経

営会議 (企業規定にはない) を経営の重要事項

および執行問題を解決する場とした｡ この経営

会議は意思決定に対する参加であり､ 経営情報

のコミュニケーションの場であり､ 利害を調整

する場であり､ 相互にプライドを保つ機能を果

たす｡ 合弁多国籍企業内において非常に有効に

作用している｡ 初代総経理によって始められた

制度であるが､ 次期総経理も継承している｡ 経

営の制度､ 文化､ 行動を異にする日中合弁事業

における成功の理由は､ 総経理が導入した経営

会議とそこにおける意思決定における参加とコ

ミュニケーションにあると思われる｡

折半出資の合弁事業では､ 経営層に対人コミュ

ニケーション能力が非常に高い人間を投入する

必要がある｡ 合弁経営にかかわる全ての意思決

定に双方の合意が要るからである｡ 合弁経営に

おける成功の方程式はないが､ 自動車合弁事業

のあるコンサルタントは以下のような提言をし

ている｡ ｢第一に､ パートナーとのコミュニケー

ションは常に合理的でなければならない｡ 合弁

のパートナーとの企業の利害に関する議論で彼

らの反論を食い止めるためには､ 事実と論理的

根拠を前提に議論を展開する必要がある｡ 第二

に､ 忍耐強く長期的な関係の構築に注意を集中

し､ コントロールの主導権を獲得するための機

会が訪れるのをひたすら待つことが肝要である｡

短期的な利益の不一致だけでこれまでに築いた

関係を反故にしてはならない｡｣
４)
広州ホンダ

における合意の達成は､ 日中の経営者の間にあ

る意見の差異や利害の対立を意思決定への参加

とコミュニケーションによって克服したことに

ある｡

２ ホンダはエントリーの製品戦略において革

新性を発揮した｡

広州ホンダの門脇総経理の製品戦略はシュン

ペーターの企業家職能の理論に照らしても革新

的である｡
５)
ホンダは中国市場に対するエント

リーカーとして､ アメリカ市場においてデザイ

ン､ 性能､ 燃費において賞賛を博していたアコー

ドの最新モデルを提供した｡ プジョーは旧いタ

イプのモデルを販売していたので中国ユーザー

に受け容れられなかった｡ �� も中国では２

～３世代以前のモデルを製造していたが､ 広州

ホンダの新製品戦略の後に追従して新しいモデ

ルに変えざるを得なかった｡ さらにホンダはこ

の製品戦略の展開において当時の中国自動車市

場の��％を占めていた公用車とタクシーの市場

よりも､ これからの需要の増加が予測される��

％の個人富裕層に焦点を当てた｡ リスクを伴う
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意思決定である｡ 広州ホンダ総経理のこの判断

は見事に当たった｡ この製品戦略は����年代の

中国市場参入の戦略としては驚くべき先見であ

る｡

３ ホンダの投資戦略は状況適応的である｡

広州ホンダはプジョーより購入した生産設備

を活用し､ 少量生産から段階的に大量生産のた

めの設備投資をして､ 年間��万台生産の現代的

自動車工場を６年の間に達成した｡ 広州ホンダ

は発足時に工場設備をプジョーより２億＄で買

収した｡ １億＄の追加投資をしてアコード年産

３万台生産能力のラインを整備した｡ ����年に

���億＄を投資して��万台生産体制のための自

動塗装ラインなどを設けた｡ ����年には���億

＄を投資して年間	�万台のエンジン製造工場と

年間��万台生産能力組立ラインを増設した｡ 同

規模の工場を新設すると��億＄の投資額を必要

とするが､ 広州ホンダは初期投資を半分に抑え

ることができた｡

面接において総経理は､ ｢既存設備を活用し

て初期投資を節約し､ 早期に生産に着手した｣

と述べた｡ その結果､ 創業２年目で単年度利益

をあげ､ ３年目で設備投資費の債務を返済し､

無借金経営に転じた｡ それ以降は利益金を配当

した後の内部留保金のみで､ ��万台生産体制を

整備した｡ さらに最初は少量生産を免れないの

で､ できるだけ旧設備機械を修理して使用する

方針を立て､ 溶接も塗装も手作業で行わせた｡

手作業による自動車生産は	�～��年前の生産方

式であり､ 昔これらの作業を経験したことのあ

る定年に近い熟練者を日本から呼び､ 中国人の

作業者に指導させた｡ これらの熟練工はホンダ

のトランスファー・プラントの現在の技師陣が

構想できなかった旧機械を再活用することがで

きた｡ 総経理は一度破産した工場を引き受けて､

適切に更生させることが出来たと言える｡

旧設備を活用する技術経営はイノベーション

とは言えないかもしれない｡ しかしこの手法は

よほどのベテラン経営者でないと実行出来ない

技である｡ 筆者はかって著名な関西電力トップ

に経営後継者の資格について尋ねた時､ 旧発電

設備をリイノベート出来ることを条件の一つに

揚げたことを思い出した｡
６)

４. ホンダの事業展開は創発的戦略である｡

ホンダは事業展開において計画的戦略を欠く

と言われる｡ ホンダの中国事業展開はどうであ

ろうか｡ ����年代の前半におけるオートバイの

投資は成功を収めたが､ 後半にはコピーバイク

の出現､ 超廉価品の出回り､ 過当競争によって

今も苦難を経験している｡ 四輪自動車の分野で

は中国自動車生産の政府政策に従って､ 東風汽

車集団との合弁で部品生産､ エンジン生産､ 完

成車組立という順序を踏んで進出を企画した｡

しかし東風との部品生産の合弁までは計画どお

り政府の認可が下りたが､ エンジン生産の段階

で中央政府の政策判断および合弁相手の東風の

資金事情によって計画どおり進行しなかった｡

たまたまプジョーの合弁失敗による撤退の情報

が東風より入った｡ 広州市は
�オペルや韓

国現代にアプローチしたが､ 中央政府の官僚が

ホンダも中国進出の意図を持っていることを広

州市に知らせたので､ 広州汽車集団との合弁に

よる完成車組立事業が成立した｡ さらに東風と

の合弁によるエンジン生産の機会も同時に掴ん

だ｡ この投資決定は確かに事前計画戦略による

進出とは言えない｡ 偶然的・状況適応的投資戦

略と言える｡ しかし事前の周到な準備と関係機

関へのアプローチなくして､ 偶然の機会は捕捉

できない｡ ホンダの対中投資戦略は､ 藤本隆宏

教授の言う創発的戦略に該当するであろう｡ 創

発的戦略とは､ 事前的意図とは無関係に結果に

おいて合理性を発揮することであり､ [意思決

定の事前合理性を前提とする戦略計画] とは異

日中合弁企業の統治構造と経営戦略
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なる｡
７)

５. 華南は中国自動車生産の大拠点となる｡

広州市という立地条件および広州汽車集団を

合弁に選択したことは自動車事業経営にとって

重要な戦略的決定である｡ 広州は中国中高級車

市場の３分１を占める地域であったにも拘らず､

華北や上海地域のように自動車生産基地を形成

していなかった｡ 自動車生産に不可欠な素材と

部品産業は未発達であった｡ しかしホンダの投

資の成功をみてニッサン (東風合弁) およびト

ヨタ (広州汽車集団合弁) がフォローした｡ 現

在､ 夥しい数の自動車部品メーカーと素材メー

カーが広州市周辺に開設されている｡ 自動車生

産基地としての華南は､ 東北､ 華北､ 上海に比

して国内市場､ 東南アジア市場､ ヨーロッパへ

の輸出基地として有利な拠点になった｡

合弁相手としての広汽集団は､ 第一汽車､ 東

風､ 上海汽車集団に比べて､ 小規模な企業集団

であり､ トラック､ バス､ オートバイの製造企

業を傘下におく企業統括集団である｡ 自動車組

み立ておよび部品生産のための製造設備・機械

を保有しておらず､ なによりも技術者集団が他

の自動車集団に比べて弱体である｡ 中国に新し

い乗用車生産の技術と経営の方法を持ち込むに

は､ 既成の技術集団の存在はマイナス要因であっ

てもプラス要因ではない｡ 広州汽車集団は製造

技術企業集団よりも､ 自動車関連企業の持株統

括企業である｡ したがってホンダはその国際的

な先進技術と経営の水準を十分に発揮し､ 経営

の主導権を握ることが出来た｡

６. 広州ホンダは中国市場で始めてメーカーが

販売権を取得してマーケティングを改革した｡

門脇総経理は中国乗用車市場において始めて

メーカー主導の流通ネットワークを構築した｡

中国自動車流通機構は､ その発展の歴史を反映

している｡ 中央指令制 (配給制)､ 多段階制

(総ディストリビューター､ 地域ディストリビュー

ター､ 一級､ 二級､ 三級販売店)､ 併売制 (同

一販売店で異なるメーカーの製品を併売する)､

新車販売・部品販売・修理業の分離､ 卸売･小

売の未分離を特徴としている｡ 購買の経路によっ

て同一機種でも価格に大きな差がある｡ また各

流通業者や関与する機関は既得権を持っている｡

広州汽車集団は自動車の販売権のみは中国側が

受け持つことを主張して譲らなかった｡ しかし

門脇総経理は広州汽車集団の彼らの申し込みを

拒み､ 広州ホンダが独自な販売ネットワークを

造り､ その特約販売店を通じて最終ユーザーに

直接に販売する方法を合弁相手と中央政府に執

拗に説得して最後に許可を得た｡ この地域別特

約販売店 (フランチャイズ・システム) は自動

車先進国では普及しているが､ 中国では未知の

方法であった｡ この交渉は難航して､ 広州汽車

集団はアメリカ自動車販売店を調査する訪問団

を組織した｡ ニューヨークのホンダ特約販売店

で中国人セールス・マネジャーからアメリカ・

カーディーラーの説明を聞いた後に､ 最終的に

団長である広州市党書記がホンダの提案の受け

容れを決断した｡ 門脇氏は ｢この決断が広州ホ

ンダ最大の山場であった｣ と述懐した｡

広州ホンダの販売システムは､ 自社の製品の

みを販売する専売制と地域の限定販売制を特徴

としている｡ ホンダは製品戦略と同時に販売戦

略において成功していた｡ その販売戦略は､ 四

つの機能をもつ特約販売店を設けることである｡

四位一体サービスという｡ １. 新車を販売する､

２. 自前の修理工場でアフター・サービスを提

供する､ ３. 部品を販売する､ ４. 顧客情報を

フィードバックする｡ 広州ホンダと特約販売店

(独立企業) との契約は次の通りである｡

１. 特約店は同一機種は同一価格で販売する｡

２. 特約店は顧客の満足するアフター・サー
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ビスを提供する｡

３. 特約店はショールーム､ 販売事務所､ 部

品販売部門､ 修理工場､ 情報フィードバッ

ク機能を用意する｡ 広州ホンダは社員教育

に責任をもつ｡

４. 特約店は自己資金によって販売設備を用

意する｡ (広州ホンダは販売店開設に自己

資金は投じない｡)

５. 広州ホンダは特約店の販売計画に基づき

製品を提供する｡

６. 年間���台販売の標準店舗は､ 販売員８

名､ 修理��名､ 検査��名､ 事務��名､ 合計

���名よりなる｡

メーカーと最終ユーザーの間には一段階の特

約販売店が介在するだけである｡ アコードのユー

ザーは､ 個人��％､ 企業��％､ 公共機関��％で

あり､ タクシーは顧客としていない｡ 特約販売

店は����年末には���店舗が中国全土に展開し

ている｡ 将来は�	���店舗を開設する目標であ

る｡

このようなメーカー主導の地域別直販店シス

テムを中国自動車市場に整備したのは､ 広州ホ

ンダが最初である｡ 他の外資系メーカーはホン

ダの後追いをしている｡ しかし一度構築した販

売ネットワークを再編成することは困難である｡

上海
� でもメーカー主導の流通販売網の形

成に向けたシフトが取られているが､ 総販売会

社､ 地域販売会社の下に異なるタイプの販売店

が設置されており､ 多段階の流通経路があり､

全ての販売店が最終ユーザーに単一の価格で直

販する制度は未だ実現していない｡
８)

広州ホンダは販路を整備して､ 消費者の需要

に合わせて生産することを経営の原則としてい

る｡ このシステムの効果は現在現れている｡

����年に入って中国乗用車市場は始めて生産過

剰を経験している｡ ����年９月には��万台の在

庫がある｡ 自動車市場の停滞の時期こそ整備の

行き届いた販売店と製品の品質が力を発揮する｡

現在､ 外資系､ 民族系の自動車メーカーのなか

で値引きなし､ 在庫なし､ 減産なしの経営を続

けているのはホンダのみである｡

７. 広州ホンダ特約販売店は始めて中古車取扱

権を取得した

中国政府は新車販売店に中古車の下取りとそ

の販売権を認めていなかった｡ 広州ホンダは中

国中古車市場において初めて中古車取り扱い権

を取得した点でも特筆できる成果をあげた｡

����年には���万台の新車が販売されるように

なり､ 中央政府においても中古車取り扱いに民

間業者を参加させることが政策課題となってい

た｡ 広州ホンダは中古車ビジネスに取り組むア

クションを起こした｡ ｢広州ホンダが引き取っ

た中古車はきちんと整備して､ 高品質保証をし

てユーザーに届けるサイクルをつくる｡｣ この

ようなビジネスモデルを中央政府に対して提案

した｡ 交渉には門脇総経理が当たり､ 次のよう

に語った｡ ｢北京の若き官僚たちはこれからの

改革のなかで中古車市場を何とかしなければな

らないと､ 非常にポジティブに受け止めてくれ

た｡ ピタリとタイミングが合った感触です｡ 最

低でもホンダ車の中古車販売店サービスという

限定免許はいけそうです｡｣
９)
この交渉の結果､

広州ホンダ特約販売店に限り試験的な中古車取

り扱いが認められた｡ 広州ホンダの中古車売買

権の取得は中国自動車市場における重要なブレ

イク・スルーである｡ 最近の中国自動車インター

ネット情報によれば､ ｢中古車流通管理規定｣

の一部改訂によって､ 一汽
�と�
も����

年秋に中古車市場に参入することをアナウンス
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している｡

日系企業および外資系企業における中国自動

車投資は､ 中央政府との交渉が最も重要な条件

である｡ 政府は自動車産業政策をもち､ 法律を

制定している｡ しかも政策や法律の運営の幅お

よび行政官僚の裁量の余地は我国に比べて格段

に大きい｡ 中国における外資系合弁企業の成功

はパートナーとの経営､ 技術､ 販売の合議と協

定内容と同じくらい､ あるいはそれ以上に中央

政府との政治・政策交渉の質が重要である｡ こ

こでは人格的関係が問われる｡ ホンダの総経理

は外資系自動車経営者のなかで抜群の外交手腕

を発揮した｡

８. ホンダは過半数資本所有の合弁輸出工場を

開設した｡

門脇総経理は中央政府に働きかけて､ 広州市

保税区に輸出専用工場を開設する許可を得た｡

日中合弁の新しい企業形態である｡ 名称は中国

ホンダ汽車有限公司である｡ ホンダ､ 東風､ 広

州汽車集団の３社合弁であるが､ ホンダが過半

数 (��％) の資本を所有し､ 中国自動車業界に

おける外資系合弁企業のなかで始めて経営の主

導権を取得した例である｡ ����年に設立認可を

得て､ ����年末に生産を開始する｡ 輸出工場は

セカンド・ハンドではなくブランド・ニューの

工場である｡ ここではホンダの自主的経営が可

能になる｡ ホンダは勤勉・低廉な労働コストを

利用して欧州およびアジア市場にホンダ・ブラ

ンドの小型車を輸出する｡ 中国における自動車

生産は労働コストが安いばかりでなく､ 保税区

における製造品は､ 国内製造品に課される��％

の付加価値税が免除される｡ これはメイド・イ

ン・チャイナという中国政府の輸出奨励政策に

も合致する｡ 現在､ 自動車部品の海外輸出はな

されているが､ 自動車完成品の輸出はこれまで

若干行われていた程度である｡ ホンダのように

専用工場を設けて本格的に輸出を行うのは初め

てである｡

９. 合弁企業の拡大投資は利益金で賄う

総経理は広州ホンダの拡大計画を始めから持っ

ていた｡ しかも設備投資を増資によって調達し

ないで､ 内部利益金で賄うことを方針としてい

た｡ 普通､ 中国においては純利益の���％を配

当するのが常識である｡ 拡大投資資金を内部調

達するために､ 純利益の��％を法定準備金に当

て､ 残りの額の��％を出資者に配当し､ ��％を

内部留保とすることを決めた｡ その結果､ 創業

後､ ３年間で無借金になったばかりでなく､ 内

部留保の利益金を生産規模拡大に向けることが

できた｡

乗用車の生産能力を����年に６万台から��万

台に引き上げるための�	�億＄の追加投資､ さ

らに����年に��万台に引き上げる�	�億＄の追

加投資を内部留保利益のみで賄うことができた｡

資本金の拡大を抑制することは広州ホンダにとっ

て配当の出費を節約することが出来るだけでな

く､ 増資に絡まる出資者である広州汽車集団と

ホンダ本社との折衝や干渉を免れることになる｡

広州ホンダは最近､ ����年に稼働する第２工場

の新設を発表した｡ (����年��月) これによっ

て広州ホンダの生産能力は����年には現在の２

倍に達する見込みである｡ 投資資金は��億元

(日本円で���億円) であり､ 内部資金でまかな

われる｡

10. 人事管理は徹底して従業員指向である｡

トップでは経営会議が作用するが､ 部･科長

以上の役付者は一堂に集めて ｢評価会｣ を定期

的に開催する｡ 門脇総経理は､ ｢そこで各部署

の現状を聞き､ その場で決裁する｡ 必ずしも私

が各部署の要望を通すとは限りませんが､ 決定

の過程をオープンにすることに意味がある｣
��)

という｡ さらに科長以下の一般の従業員との交
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流は､ ｢主に食堂でする｡ �����人が一度に食事

ができる社員食堂を作り､ そこにテレビモニター

を置いて､ 会社の方針や計画を流したり､ 月に

二回発行する社内報を配ったりする｡ プジョー

時代には､ 幹部用食堂､ 幹部用メニューがあり

ましたが､ 私は撤廃しました｡ 毎日一般の従業

員と椅子を並べて食事していると､ 社長席から

は気がつかなかったことが見えてきます｡｣

さらに従業員コミュニケーションとして､

｢私は社員食堂を活用して､ 月一度総経理接待

部という制度を始めました｡ これは副総経理以

上４名に組合長を入れて５名が��時から��時半

までの間､ 食堂の一角に座り､ 社員から自由に

意見を聞こうというものです｡ ････こうした地

道なコミュニケーションを重ねていったことで､

全従業員が一つの方向に向かうようになったの

です｡｣ と述べている｡ ホンダは世界のどの工

場においても全従業員をアソシエイト､ すなわ

ち共同経営者と呼び､ 徹底した平等主義と従業

員尊重主義を経営方針としている｡ この方針は

プジョーの階層主義の経営と対照的であり､ 中

国の社会主義の平等主義に合致しているので従

業員によって歓迎されていた｡ 労働組合とは明

確な労働分配ルールを合意している｡ 例えば､

賃上げ率を年５％と決め､ 個人の業績はボーナ

スの多寡で還元する仕組みとしている｡

しかし人事管理は単純ではない｡ 日本式人事

管理は及ばない｡ 中国式人事管理が支配する｡

広州汽車集団の派遣する高級管理人員は広州市

政府の行政官僚であり､ 人事異動も給与も別立

てである｡ 人事は党が掌握している｡ ホンダの

駐在員も本社派遣の人事である｡ 広州ホンダに

採用された従業員の管理も､ ホンダ流の職員と

工員一本は通じない｡ 人事は中国人主体の評価

委員会でやる｡ 信賞必罰の企業合理性が支配す

る｡ 従業員の側も一律的な賃金支給を望まず差

別を当然としている｡ 従業員は就職において高

い給与水準と多い残業を最優先する｡ 中国の人

事管理には日本の標準化された給与表は当ては

まらない｡ また中国社会は学歴社会であり､ 学

歴資格社会である｡ 管理職位への就任の資格も

経験や職歴ではなくて､ 学士号､ 修士号､ 博士

学位によって決まる｡ 広州ホンダでは大学卒業

者に入社後に現場実習を課したところ不満とし

て退職者が出た｡ したがって採用の条件に現場

実習を入れている｡

11. ホンダは合弁企業に企業文化を移植した｡

中国の国有企業には創新や実行などのスロー

ガンは掲げてあるがその企業固有の経営理念や

企業文化は希薄である｡ 門脇総経理は広州ホン

ダの経営理念について中国副総経理に相談した

が､ ホンダの考え方でやれということになった｡

｢ホンダの考え方を受け継いで経営している｡

プジョーの後なので､ 従業員がホンダの考え方

を受容するかを心配しながら､ ホンダの考え方

を進めた｡ ホンダのオートバイで従業員はホン

ダの予備知識をもっていた｡ ホンダの経営理念

を持ち込むという一番心配したことが意外にス

ムーズに行った｡ 今後もホンダの方針を踏襲す

る｡ 中国ではホンダの考え方にコンセンサスが

ある｡ アメリカ人は自負があり､ 日本人の言う

ことを聞かなかった｡｣

ホンダの経営理念はホンダ創始者本田宗一郎

氏のチャレンジ､ 人間尊重､ 三つの喜び､ 現場・

現物・現実の三現主義などである｡ 峯川現総経

理は､ ｢ホンダの���は従業員にある程度受

け容れられている｡ 何故かを考えている｡ ホン

ダの社是は前々社長 (４代目社長 川本信彦氏)

がスッキリさせた､ 人間尊重を体系化した｡ 三

つの喜びは文化を超えて伝わる｡ ニュージーラ

ンドにおいても当てはまった｡ 三現主義 (現場､

現実､ 現物) はホンダにおいては染み付いてい

る｡ 国を超えて理解できる｡ 門脇が運営方針に

取り入れ､ 定着させた｡ 広州ホンダにおいて門

脇が文化を超えて定着することに情熱をもって

進めた｣ といった｡ しかし注意しなければなら

ない事は､ 中国の典型的な管理は､ 現場から離

日中合弁企業の統治構造と経営戦略

－ －��



れている｡ すでに指摘したように経営意思決定

は現場や現物よりも遠くはなれた中央や上位にあ

り､ 学歴主義も現実から遊離している｡ 日中経

営文化の違いにも拘わらずホンダの経営哲学と企

業文化を体系的に合弁企業に移植したことは､

門脇総経理の役割が国境と文化を超えて経営管

理に影響力を及ぼしていることを示している｡

12. 日中文化の差の理解は合弁経営に重要であ

る｡

門脇総経理は永い北米勤務の後に中国に赴任

した｡ 中国人はアメリカ人と同じ位に個人主義

的である｡ 中国人はアメリカ人と同じように理

論と理屈が行動に先行する｡ 日本人は理屈より

も行動が先行する｡ 中国人と交渉するには論理

的に説明し､ 首尾一貫した行動でなければなら

ない｡ 事実や論理的根拠を前提に議論を展開す

る必要がある｡ 交渉は忍耐強く長期的関係の構

築に留意して中国側の提案と日本側の提案を解

決しなければならないとしている｡ 中国の庭で

仕事をさせて貰っている日本の企業は中国人の

考え方を良く理解して､ 中国人と同じ目線で見

なければならない｡ 歴史､ 文化の違いをありの

ままに受け容れるべきである｡ 日本人は欧米人

に対しては上目で見て､ アジア人に対しては下

目で見る傾向があるが､ 日系企業がアジア進出

にあたって留意しなければならないことである｡

広州市でホンダが成功したのは､ ひとつには

広東は歴史や文化が早くから外国に開放されて

おり､ ホンダが持ち込んだ企業のスローガンや

方針が非常に理解しやすく､ 透明であったから

である｡ 例えば､ 中国人はファッション､ 映画､

車のモデルにせよその判断の基準をアメリカに

置いている｡ 若者の間ではインターネットによ

りアメリカの情報は日本よりも早く伝わって来

る｡ 門脇総経理は中国進出にあたってアメリカ

市場でベストセラーであったアコードを選択し

たことには理由があった｡ 中国人の趣向を商品

戦略に応用した事例であろう｡ 日本人が中国に

おいて合弁事業をする場合にはアメリカ人と協

同する心構えが良いと思われる｡

おわりに

中国における合弁事業には､ 中央政府の規制､

官僚との交渉､ 国有企業の人事管理など多くの

難題があるが､ 広州ホンダの経営陣はこれらの

一連の課題を一つ一つ革新的に解決して行った｡

自動車産業勃興の中に日本の新しいタイプの企

業家的経営者像の出現を知ることができる｡ 終

わりに､ ホンダの中国投資における成功の経験

の中から中国進出企業経営者の条件を論じてみ

る｡ １) 筆者は����年代に日本の経営首脳の��

人に経営後継者の条件について質問したことが

ある｡
��)
そこで強調されていることは､ ｢経営

適格者とは､ 危険でも､ 困難でも､ 勇気を奮っ

てチャレンジする人｣ であった｡ 門脇総経理は

中国自動車市場の鍵を開けることから､ 製品選

択､ 廃屋工場の再生から始まって､ 新しい販路

の開拓まで一連の経営問題に対してその都度､

慣行軌道から離れた革新的な意思決定を下した｡

中国市場において活躍する経営者は企業者魂を

もった､ 革新的意思決定者である必要がある｡

年功的企業官僚では勤まらない｡ ２) 中国は社

会主義国家であり､ また特殊な文化を持つとい

われるが､ われわれは日本文化もまた同じぐら

い特殊であることを認めなければならない｡ 日

本企業が中国に投資して日本的経営を持ち込む

場合には､ 中国の若者が現代文化の判断の基準

をアメリカに求めているので､ アメリカ経験を

もつ国際派の経営者が適格と思われる｡ いわゆ

るチャイナスクールの人々は中国社会の思考に

嵌って､ 自己の視野を失う恐れがある｡ 日本国

内企業のみで培われた経営者もまた激動する中

国の動きが読めない｡
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